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振り込み、口座振替の方法によりなされていたが、Aは平成 24 年 4 月に破
産手続開始の申立てをし、その後破産が決定した。
XからのYらに対する立替金残金の支払請求に対して、Yらは、割賦販
売法（以下、割販法という）35 条の 3の 13 第 1 項により契約の申込みの意
思表示を取り消す旨の意思表示を、平成 20 年の割販法改正前の契約につい






れたため、Yらが上告した。最高裁における争点は、割販法 35 条の 3の 13
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不実告知による取消規定の内容をみると、まず、割販法 35 条の 3の 13 第
1 項 6 号は、立替払契約又は売買契約のいずれかの契約に関する不実告知が
あれば立替払契約を取り消すことができるとしている。その上で、立替払契
約に関する不実告知の対象事項として、購入者の支払総額（割販法 35 条の

























から、民法 93 条ただし書、民法 94 条により無効であるとしたが、「旧割販










れる」とした判断は是認できるとしたうえで、改正割販法 35 条の 3の 13 第
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1　各見解について




















































地裁平成 26 年 3 月 28 日判決の意義－」消費者法ニュース 102 号（平成 27 年）113 頁
による。











2　割販法 35 条の 3の 13 第 1項 6号について












⑶　割賦販売法の一部を改正する法律（平成 28 年 12 月 9 日法律第 99 号）にて、平成






条の 3の 5）・不適正与信の禁止（35 条の 3の 7）、②書面交付義務の新設（35
条の 3 の 8、35 条の 3 の 9）、③クーリングオフ規定の新設（35 条の 3 の
10、35 条の 3 の 11）、④適量販売に係る申込みの撤回等の規定の新設（35
条の 3 の 12）、⑤立替払契約の取消権の新設（35 条の 3 の 13 ～ 16）、⑥ク
レジット業者の登録制度の導入（35 条の 3の 23 ～ 35）、の規定が定められた。











































⑹　参議院経済産業委員会（平成 20 年 6 月 10 日）橘高公久政府委員の答弁 http://
kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/sangiin/169/0063/16906100063015.pdf（2017 年 5 月 7 日
閲覧）。
⑺　後藤巻則、齊藤雅弘、池本誠司『条解　消費者三法』（弘文堂　平成 27 年）1430 頁、
日本弁護士連合会消費者問題対策委員改編『改正特商法・割販法の解説』（民事法研











かが問題となった。この点、一審では「平成 21 年 6 月 26 日経済産業省令第
37 号による割賦販売法施行規則の改正のために同年 5月 28 日に開催された
第 2回消費経済審議会特定商取引部会割賦販売部会合同会合において、所管
行政庁から、クレジット業者による加盟店調査義務の対象である同規則 76
条 11 項 5 号の「不実告知等による誤認の有無」には、名義貸し事案におけ
る申込者の支払負担を不要とする旨の虚偽説明の有無も含まれる旨の説明が



















































































個人契約（同法 35 条の 3の 14）、特定継続的役務提供等契約（同法 35 条の
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いることから、名義貸主の責任が認められるのが一般的であった⒀。













長尾治助「クレジットカード契約の名義貸し」立命館法学　237 号（1994 年）959 頁
渡邉雅之、井上真一郎『Q&A資金決済法・改正割賦販売法』（社団法人金融財政研究会
平成 22 年）
＊ 脱稿後、千葉恵美子「個別信用購入あっせんと名義貸し―最三小判平 29. 2. 21 の意義
と影響―」（金法 2066 号 38 頁）に接した。
⒀　関武志「クレジットカード利用契約における名義貸主の責任」上智法学論集 45 巻 4
号（2002 年）75 頁。
